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火山防災強化市町村ネットワークにおける活動報告 

【派遣活動の背景】 

● 全国の火山災害警戒地域179市町村のうち170市町村が参画する「火山防災強化市町村ネ

ットワーク」（事務局：鹿児島市）では、多くの参画市町村において、担当部署の職員は

平時から訓練等の実施により災害に備えているが、実際に火山噴火やそれに伴う防災対

応を経験していないという課題を抱えている。 

● 火山防災強化市町村ネットワークでは、参画市町村職員の火山防災に係る見識を深める

とともに、相互の情報共有を図る目的で研修会を実施。今回は、島田氏より、火山災害

対応を通じて明らかになった課題や教訓等に係る講話を実施し、意識啓発と火山防災対

策の向上を図った。 

【講話の内容】 

島田氏からは、「2000年有珠山噴火における対応と地元自治体との連携」と題し、2000年

３月に発生した有珠山噴火における防災対応経験を踏まえ、火山防災上の課題や教訓につ

いて講話が行われた。 

 有珠山噴火前の対応 

● 有珠山は、伊達市・壮瞥町・虻田町（当時※1）の１市２町にまたがる火山である。有珠山

周辺では、2000年３月27日午前から、虻田町の洞爺湖温泉周辺で火山性地震が増加した。

過去の観測研究等から、有珠山では有感地震が観測さ

れるとほぼ間違いなく噴火が起こると言われている。

28日２時50分に室蘭気象台から臨時火山情報第１号

が発表され、周辺市町や道庁では、災害対策本部を設

置するとともに、壮瞥町３地区、伊達市２地区で自主

避難、虻田町で要配慮者の避難が呼びかけられた。 

● ３月29日午後に、火山噴火予知連絡会から、数日以内

に噴火が発生する可能性が高いという緊急火山情報
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（当時※2）第１号が発表されたことを受け、１市２町に避難勧告（当時※3）を発表した。

同日18時15分に、火山専門家から「噴火はかなり切迫している。一両日中の可能性が高

く、遅くとも１週間以内には噴火する。」との発言がなされたため、18時半に避難指示

に切り替えた。 

● ３月29日には、関係府省庁、北海道、１市２町、火山専門家などからなる第１回有珠山

現地連絡調整会議が開催され、広報体制、航空機の規制、火山活動の監視・情報伝達の

体制等を決定した。有珠山現地連絡調整会議は、噴火後

「現地対策本部」となった。 

● 有珠山の噴火では、1977年以降有珠山を観測してきた岡

田弘教授等、ホームドクターが活躍したことが大きかっ

た。 

※１ 虻田町：2006年３月 27日に虻田町と洞爺村が合併し、洞爺湖町となる。 

※２ 緊急火山情報：2007年 12 月より、緊急火山情報に代わって、噴火警報・

予報が発表されている。 

※３ 避難勧告：2021年５月 20日の災害対策基本法改正を受け、避難勧告は廃止、現在は避難指示に一本化されている。 

 噴火後の対応と広域避難 

● ３月31日13時７分、有珠山の西側山麓で23年ぶりの噴火が開始。14時30分には、有珠山

噴火非常災害対策本部、現地対策本部が設置された。 

● 想定よりも西側で噴火したことから、ハザードマップをもとに危険区域の見直しを行い、

虻田町全域に避難指示を発表した。町民約１万人を避難させるため、バスのチャーター

に加えて、JRによる大量一括輸送、自衛隊ヘリによる虻

田小学校からの直接避難等の輸送手段を活用した。 

● 虻田町の地域防災計画では、当初、町域を超える避難は

想定されていなかったが、急遽、豊浦町に対し避難者の

受入を依頼し、北海道庁も避難先確保にあたった。一部

混乱はあったものの、噴火から約７時間後に避難は完了

した。火山に限らず自然災害では、他市町村、JR・運送

業者等と防災協定を締結し互いの協力体制を事前に構

築することが必要である。防災訓練等でも、それらの市

町村や自衛隊等と一緒に普段から訓練することも重要

である。また、都道府県は積極的にこのような広域調整

に取り組むべきである。 

● ４月１日２時50分に有珠山西側山麓で２回目の噴火

が、同11時40分に洞爺湖温泉町にほど近い金比羅山西

側山麓で３回目の噴火が発生した。火山監視手段とし

て最も有効だったのが、監視カメラの映像であった。 

  



- 3 - 

 兵站の重要性 

● 現地の士気に関わるため、災害対応において人員や物資、食料補給等の兵站が重要であ

る。噴火当時、現地派遣要員の食事や宿泊先の確保は派遣元機関や派遣者自身で行われ

ていたが、コンビニエンスストアの弁当などは売り切れが続出し、伊達市内の宿泊先の

確保は困難を極めていた。 

 情報発信 

● 伊達市役所には多くの報道関係者が集まっていた。当初は、現地の情報発信体制が整っ

てなかったことから、重要な発表が東京で実施されることも多かった。気象庁長官の現

地本部入りに伴い、火山活動の状況等重要な現地情報を可能な限り現地対策本部で発表

するよう配慮がなされるようになった。 

● 噴火前から、避難者等の住民に対する情報提供が重要

なテーマの１つとなっており、地元自治体から情報を

取りまとめのうえ住民に配布したいという要望があ

った。そのため、現地対策本部は住民向けの情報を掲

載したチラシとして「行政ニュース」を発行した。 

● 第１回の合同会議は、冒頭10分程度のみ北海道庁で生

中継していたが、４月５日以降合同会議はすべて公開

とし、伊達市議場のテレビで合同会議のすべてをモニ

ターできるようにした。また、会議後には、必ず記者

会見を実施するとともに、公開時に議論できない被災

者の帰宅問題等の議題についてごく限られたメンバ

ーで意思決定を行った。 

● 報道機関の取材ヘリが気象庁観測ヘリとニアミスを

起こしたことや自宅の様子を見たいという避難住民

（特に虻田町）の要望をきっかけに、自衛隊のヘリテ

レ映像を報道機関が利用したり、各避難所のモニター

へ配信したりする取組を実施した。 

 家畜・ペット対策 

● 家畜については農林水産省の協力のもと、移動や飼料提供の手配を実施。ペットについ

ては、北海道が中心となってペット地図を作成し、警察や消防によるペット救出が行わ

れた。当時はペットを避難所で受け入れるという考えが一般的ではなかったため、北海

道獣医師会による動物救援センターが開設された。 
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 避難所訪問 

● 現地対策本部長は、避難住民の要望を「３日で解決せ

よ」と命じていた。現地対策本部において、各省庁と

道庁が一緒に活動する体制は、早急な被災者支援策

の決定に非常に有効だった。また、道警の協力のもと

婦人警官による「ハマナス隊」という組織が結成さ

れ、女性特有の要望の相談を受ける体制も整えた。 

 ホタテ大作戦 

● 噴火湾は全国有数のホタテ貝養殖漁場である。３月

の下旬から４月の上旬はホタテの養殖において重要

な時期であり、養殖作業が行えないことは漁業関係

者にとっては死活問題だった。自衛隊が上空から火

口観測を行い、海上保安庁が沖側から監視して、警察

や消防が漁港に待機をした上で、養殖作業をサポー

ト。 

 応急仮設住宅 

● ４月初めから応急仮設住宅の必要性が指摘されるよ

うになった。北海道では、市町村から情報収集を行い仮設住宅の建設場所を選定してい

た。仮設住宅は、寒冷地である北海道向けの特別仕様であり、調達に時間を要するため、

早急な対応が必要だった。 

● 火山活動が長期化する場合、応急仮設住宅が必要と

なる。特に、災害危険区域を設定する場合には、災害

公営住宅に転用可能な住宅が望ましい。プレハブ型

建設仮設以外の選択肢（借上げ民間賃貸住宅、トレー

ラーハウス・ムービングハウス、モバイル仮設・木造

仮設）を考慮して、あらかじめ業界団体と災害協定を

締結しておくことが重要である。 
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 まとめ 

● 火山防災における広域避難の原則としては、以下のとおりである。 

✓ ホームドクターを持つこと 

✓ 最悪のケースを想定して広域に避難指示を出すこと 

✓ それでも足りない部分は緊急に避難指示を加えること 

✓ 全力をあげて広域避難に取り組むこと（2次避難も含む） 

✓ 市町村域を超える広域避難においては、県が広域自治体として避難者受け入れの調

整を行うこと 

✓ 噴火が長期にわたる可能性が高い場合には、県が仮設住宅を準備すること 

✓ 人事を尽くして天命を待つこと 
 


